
令和２年度当初予算(案)主要施策の概要

総 務 局

（問合せ先） 

総務局総務室  

企画調整担当課長 山田  電話 045-210-2121 



 



１　一般会計 (単位：百万円)

322,278 268,931 53,347 119.8% 43 1,523 1,133 319,578

37,774 37,307 467 101.3% 43 1,523 1,011 35,196

284,504 231,624 52,879 122.8% - - 121 284,382

297,282 297,931 △ 648 99.8% - - 26,900 270,382

297,282 297,931 △ 648 99.8% - - 26,900 270,382

25 6 19 418.2% - - - 25

25 6 19 418.2% - - - 25

500 500 0 100.0% - - - 500

500 500 0 100.0% - - - 500

620,087 567,368 52,718 109.3% 43 1,523 28,033 590,487

- 105,000 16,002 △121,002

620,087 567,368 52,718 109.3% 43 106,523 44,036 469,484

２　特別会計 (単位：百万円)

6,863 451,351 195,951

(単位：百万円)

2,008,464 1,852,598 155,866 108.4%

(注)　表中の金額は、百万円未満切り捨てのため、合計と符合しないことがある。

総務局 計

繰越金

420 17

地方消費税清算
会計

733,773 601,107 132,665 122.1%
地方消費税収入 地方消費税清算金収入

財産収入 繰入金 県債

356,021 377,752

公営競技収益配
分金等管理会計

437 371 66 118.0%
収益配分金収入

予　算　額

公債管理特別会
計

654,165 683,750 △29,584 95.7%

一般会計  計

令和２年度 令和元年度 前 年 度 比 較
本　年　度　の　財　源　内　訳当　　　初 当　　　初

増減額 伸率
予　算　額

(款）諸支出金

(項）普通財産
　　 取得費

(款）予備費

(項）予備費

小　　　計

使途を指定しな
い収入

その他

(款）総務費

(項）総務管理
     費

(項）徴税費

(款）公債費

(項）公債費

当　　　初 当　　　初
増減額 伸率

特　　　定　　　財　　　源
一般財源

予　算　額 予　算　額 国庫支出金 県　債

Ⅰ　令和２年度当初予算（案）総括表

令和２年度 令和元年度 対 前 年 度 比 較 本　年　度　の　財　源　内　訳

科目

内訳

会計

内訳
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本庁庁舎の地震・津波対策(P4～5参照) 

県有財産の利活用の推進 

Ⅱ 総務局主要事業の概要 

 
 

 

  

１ 本庁庁舎の地震・津波対策工事 

○ 県庁分庁舎整備工事費 … ②              20億2,000万円 

大規模地震発生時の地震・津波対策のため、県庁分庁舎の建替工事を行う。 

     総額 84億9,200万円（平成28年度～令和２年度） 

[財産経営部施設整備課長 TEL 045-210-2550] 

 

  〇 県庁分庁舎初度調弁費 … ②              3億1,157万円 

    県庁分庁舎の完成に伴い、必要となる机・書棚等の什器の整備を行う。 

                （執務室に関すること） 

[組織人材部行政管理課長 TEL 045-210-2200] 

                （共用部に関すること） 

[財産経営部庁舎管理課長 TEL 045-210-2600] 

 
 
 
 

２ 不動産の売払い 

○ 不動産売払収入 … ①                <収入 13億4,100万円> 

将来にわたり県自ら活用する予定のない県有地を売却する。 

[財産経営部財産経営課長 TEL 045-210-2501] 
 

 ３ 県有財産の利活用 

○ 県有財産活用推進費 … ①                2億100万円 

 未利用県有地の有効活用のため、建物除却やアスベスト調査等を行う。 

[財産経営部財産経営課長 TEL 045-210-2501] 
 
  〇 県有財産老朽化対策推進費 … ①             4,984万円 
    老朽化が進み更新が必要な施設について、施設の総量削減とともに、民間活

力の活用や合築等による最適配置の実現を目指す。 

[財産経営部施設整備課長 TEL 045-210-2550] 
 

 ４ 県有財産の効率的運営 

  ○ 県有財産各所営繕費 … ①                    4億円 

県有施設の保全に必要な維持修繕工事等を行う｡ 
[財産経営部施設整備課長 TEL 045-210-2550] 

 
  ○ 県有施設長寿命化対策費 … ①                         9億円 

県有施設の長寿命化を図るため、既存施設の劣化に対して計画的に修繕工事

等を実施し、適切な維持管理を行う｡ 

[財産経営部施設整備課長 TEL 045-210-2550] 

【事業の対象区域】 
① 全市町村 
② 横浜市 

○新  

○新  
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第２期行政改革大綱の推進 

各種業務システム運用経費 

 

 

 

 ５ 働き方改革 

  ○ オフィス改革推進事業費 … ②               4,000万円 

オフィスの利便性を高め、業務の効率性を向上させるため、オフィス環境の

改善を行う。 

[組織人材部行政管理課長 TEL 045-210-2200] 

 

  ○ 働き方改革を支えるＩＣＴの取組み … ①         

    働く場所を選ばないワークスタイルを実現する。 

   ・ 共通利用パソコン運営費                9億4,332万円 

   ・ 働き方改革を支えるＩＣＴ基盤事業費           2億2,493万円 

 [ＩＣＴ推進部情報システム課長 TEL 045-210-3303] 
 

  ６ ＩＣＴ利活用改革 

 〇 ＲＰＡ推進事業費 … ①                  2,484万円 

業務の効率化により県庁の働き方改革を推進するため、ソフトウェアロボッ

トを活用した業務自動化のための取組みを行う。 

[ＩＣＴ推進部ＩＣＴ・データ戦略課長 TEL 045-210-3390] 

 

  〇 ＩＣＴ推進手法調査事業費 … ①             3,493万円 

    くらしの情報化や行政の情報化を推進し、多様な県民ニーズに対応する環境

整備のため、庁内データの保有状況の調査等を行う。 

[ＩＣＴ推進部ＩＣＴ・データ戦略課長 TEL 045-210-3390] 

 

 

 

  〇 電子計算組織運営費 … ①               3億6,356万円 

    税務システムをはじめとした各種業務システムが稼働するホストコンピュー

タを運用するとともに、利用を終了するサーバ等のハードディスクについて、

確実なデータ抹消措置を行う。 

[ＩＣＴ推進部情報システム課長 TEL 045-210-3303] 

 

○新  

一部○新  



１　目　的

〇

〇

　

２　予算額　　２３億３，１５７万円

〇

〇

３　事業内容

（１）本庁庁舎の地震・津波対策工事

（２）県庁分庁舎初度調弁費

(本庁舎正庁改修工事費) (1億5,000万円)
H31.１完成
(H30年度　単年度)

合　　　計 323億6,700万円 

　 県庁本庁舎耐震補強工事費 9億5,600万円 

(県庁本庁舎耐震補強工事費) (8億　600万円)
H31.３完成
(H29年度～H30年度　継続費）

 　県庁新庁舎改修工事費 173億5,200万円 
H29.10完成
(H26年度～H29年度　継続費)

　 県庁舎設備改修工事費 55億6,700万円 
H29.10完成
(H26年度～H29年度　継続費)

工　　事　　名 予算額（総額） 備　　考

 県庁分庁舎整備工事費 84億9,200万円 
R２.９完成予定
(H28年度～R2年度　継続費)

本庁庁舎の地震・津波対策

事業名及び事業概要 令和２年度当初予算額

20億2,000万円 

　大規模地震･津波発生時における本庁機能の確保のため、平成26年度から本庁４庁舎（本庁舎・
新庁舎・県庁分庁舎・第二分庁舎）の地震･津波対策工事を行っている。令和２年度は、引き続き
県庁分庁舎の建替工事を行う。

　また、県庁分庁舎の完成に伴い、必要となる机・書棚等の什器の整備を行う。

　県庁分庁舎整備工事費　　　　２０億２,０００万円
　　　　　　　　　　　　総額　８４億９,２００万円（平成28年度～令和２年度）

　県庁分庁舎初度調弁費　　　　　３億１,１５７万円

　3億1,157万円 

○　県庁分庁舎初度調弁費
　　県庁分庁舎の完成に伴い、必要となる机・書棚等の什器の整備を行う。

3億1,157万円 

○　県庁分庁舎整備工事費
　　老朽化が進み、改修工事による耐震化が困難な(旧)分庁舎を除却し、その跡地に
　県庁分庁舎を新築する。
　　　総額　 84億9,200万円（平成28年度～令和２年度）
　　【令和２年度の事業内容】
　　　県庁分庁舎の新築工事

20億2,000万円 

【主な工事内容】

(旧)分庁舎の除却

○ 県庁分庁舎の新築

・ 現行の法令上可能な最大規模で

建替え（地下１階・地上13階建、

延床面積 約12,053㎡）

・ 免震装置の設置

・ カフェ(１階)、展望レストラン

(12階)の設置

(旧)分庁舎

ＧＬ▼

免震装置

展望レストラン

日
本
大
通
り

県庁分庁舎

済

済

済

カフェ

済

新
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H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度

４　整備スケジュール

工事名

 　   県庁分庁舎

　  整備工事費

　  県庁本庁舎
　  耐 震 補 強
　　工 事 費

    本庁舎正庁
　  改修工事費

 　   県庁分庁舎

　  初度調弁費

県庁舎設備
改修工事費

県庁新庁舎
改修工事費

第二分庁舎 新庁舎 分庁舎 本庁舎 

・平成５年築

・平成29年３月

制振・設備改

修工事完成

・昭和41年築

・平成29年10月

免震・設備改

修工事完成

・昭和３年築

・平成29年10月

設備改修工事

完成

・平成31年３月

耐震補強工事

完成

<(旧)分庁舎>

・昭和30年築

・平成29年５月

除却

<県庁分庁舎>

・令和２年９月

完成予定

新庁舎免震改修

本庁舎・第二分庁舎津波浸水対策

本庁舎・第二分庁舎内部改修等

耐震補強工事
実施設

計

基本設計 実施設計

除却工事

新 築 工 事

改修工事

問合せ先

〇県庁分庁舎整備工事費

財産経営部施設整備課 課長 山田 電話 045-210-2550

〇県庁分庁舎初度調弁費

（執務室に関すること）

組織人材部行政管理課 課長 山中 電話 045-210-2200

（共用部に関すること）

財産経営部庁舎管理課 課長 焼石 電話 045-210-2600

什器

整備
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